
予算要求資料
平成３０年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：水産業費　目：水産業振興費
	事業名　新 内水面振興施設整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　農政部　里川振興課　水産振興室　水産係　電話番号：058-272-1111（内2912）

E-mail：c11428@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　73,800千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	73,800
	0
	0
	0
	0
	0
	20,000
	39,700
	14,100

	決定額
	44,411
	0
	0
	0
	0
	0
	20,000
	17,700
	6,711


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
①岐阜県魚苗センター
　・本施設は昭和58年に設置されて以降、良質な放流用あゆ種苗を安定的に供給することで本県の内水面漁業の振興に大きく貢献してきた。
　　・建設後、45～12年が経過しており、修繕の必要が生じている。
　　・施設機能の停止は、その年の事業に決定的な被害を与える危機であることから、機能停止を未然に防ぐため、計画的な修繕工事等の実施が課題となっている。
②魚道
　　・農政部は、平成３～14年度に長良川流域を中心に整備された21箇所の魚道を所管している。
　　・毎年実施している魚道の機能診断で、６魚道について要改修の判定を受けており、計画的な改修が課題となっている。
　③あゆパーク
　　・あゆパークは、川と魚に親しむ体験学習の場以外にも、世界農業遺産「清流長良川の鮎」の情報発信の場としての機能を有する。
・道の駅に隣接するため、海外旅行客をはじめ、県内水面漁業研修センターの新たな研修先にも有効であるため、案内看板等の多言語化が必要である。
・今後、災害等により、施設及び設備に不具合等が生じた場合には、指定管理者との基本協定により、一カ所あたり60万円以上の修繕費が必要となった場合は、県の責任及び費用において、施設利用者の安全確保や体験学習の妨げとならないよう速やかに修繕する必要がある。
（２）事業内容

① 岐阜県魚苗センターの改修工事
　・飼育棟（関事業所）、管理棟（美濃事業所）改修工事の実施設計
　・美濃事業所の受電系統2系統化工事
② 魚道
　・魚道（タルマル、向島、黒古、片狩）改修工事の実施設計
　・魚道（タルマル、向島）改修工事
（３）県負担・補助率の考え方

　　県所有の施設であることから、県の負担で実施する必要がある。
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	126
	有識者報償費

	旅費
	287
	美濃市、関市、郡上市、東京への旅費

	需用費
	270
	図書、文具、消耗品類

	役務費
	46
	郵便、電話料

	使用料
	31
	会議室使用料

	委託料
	33,699
	飼育棟(関事業所)、管理棟(美濃事業所)修繕工事実施設計業務
魚道（タルマル、向島）改修工事実施設計業務

	工事請負費
	39,341
	美濃事業所受電系統2系統化工事
魚道（タルマル、向島）改修工事

	合計
	73,800
	


	　決定額の考え方　

　岐阜県魚苗センターの改修工事については、所要額を精査し計上します。
　魚道の改修工事については、清流の国ぎふ森林・環境基金を活用できる規模の事業費を計上します。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
岐阜県魚苗センターは、新たなぎふ農業・農村基本計画の重点施策「鮎王国ぎふ復活プロジェクト」（平成28年3月策定）に係る中核事業である。
世界農業遺産「清流長良川の鮎」のアクションプラン「清流を支える森・川・海のつながりの保全」に魚道整備が位置づけられている。
（２）後年度の財政負担
県有施設の修繕工事であることから、継続して計画的に実施する必要がある。
（３）事業主体及びその妥当性
　　県有施設の修繕工事であることから、県が実施することが適当である。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	現存施設の維持管理で、現在の機能を維持することを目的とする事業であるため。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	施設機能を維持するため、計画的に修繕工事等を実施するもので、必要性の高い事業である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	


（次年度の方向性）
	


